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諮問庁：出入国在留管理庁長官 

諮問日：令和４年３月２２日（令和４年（行情）諮問第２２６号） 

答申日：令和４年１２月１日（令和４年度（行情）答申第３５３号） 

事件名：行政文書ファイル「特異事案 令和元年度」に含まれる文書の一部開

示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１ないし文書３（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）につき，その一部を不開示とした決定について，諮問庁がなお不開

示としている部分は，不開示とすることが妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和３年１２月２４日付け入管庁総第

２９２１号により，出入国在留管理庁長官（以下「出入国在留管理庁長

官」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定（以下

「原処分」という。）について，不開示部分の決定を取り消す，との裁決

を求める。 

２ 審査請求の趣旨及び理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書によると，おおむ

ね以下のとおりである。 

決定通知書第２項記載の不開示部分はいずれも，法５条各号に規定され

る不開示情報にあたらないと考える。 

しかしながら仮に上記主張が認められないとしても，少なくとも以下に

理由を述べる部分は法６条１項により部分開示されるべきである。 

（１）決定通知書第２項記載の不開示部分のうち，法５条１号に該当するこ

とを理由として不開示とした部分については，そのうちの句点及び読点，

並びに日本語の品詞たる助詞，助動詞又は接続詞にあたる単語は同号に

該当するとはいえない。そうすると，法６条２項により同条１項の規定

が適用される。また，前述の部分以外の不開示情報が記録されている部

分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情報が記録されている

部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認めることも相当

ではない。 

（２）決定通知書第２項記載の不開示部分のうち，法５条各号（１号を除

く）のいずれかに該当することを理由として不開示とした部分について
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は，そのうちの句点及び読点，並びに日本語の品詞たる助詞，助動詞又

は接続詞にあたる単語は法５条各号（１号を除く）のいずれかに該当す

るとはいえない。また，前述の部分以外の不開示情報が記録されている

部分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情報が記録されてい

る部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認めることも相

当ではない。 

（３）処分庁は決定通知書第１項（１）記載の行政文書のうち，１枚目２行

目中の文字「令和元年」と文字「月」の間および文字「月」と文字

「日」の間の部分を不開示とした。処分庁がこれらの部分を不開示とし

た理由は決定通知書第２項の記載からは判然としないが，その理由が決

定通知書第２項（５）に記載されている可能性が高いものと考え，以降

はそれを前提として記載する。これらの不開示とされた部分の同じ行に

は「令和元年」，「月」，「日」などと記載されていることからすれば，

これらの不開示とされた部分には，当該行政文書が発出された日付が記

載されているものと推測される。そうすると，これらの不開示とされた

部分に記載されているのは出入国在留管理庁大村入国管理センター（以

下「大村入国管理センター」という。）の庁舎内で被収容者が死亡した

事案に関して，大村入国管理センター所長から出入国在留管理庁長官に

対して報告が行われた日付であると考えられる。当該報告の日付を「公

にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ」があると処分庁が判断した理由は明らかではない

が，審査請求人はこれらの不開示とされた部分は法５条５号には該当し

ないと考える。さらに，当該報告の日付を「公にすることにより，…当

該事務…の性質上，当該事務…の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」が

あると処分庁が判断した理由は明らかではないが，審査請求人はこれら

の不開示とされた部分は法５条６号柱書きには該当しないと考える。ま

た，これらの不開示とされた部分以外の不開示情報が記録されている部

分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情報が記録されている

部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認めることも相当

ではない。 

（４）処分庁は決定通知書第１項（２）記載の行政文書のうち，６枚目１

５行目中の文字「救急隊員」と文字「名が到着したため」の間の部分を

不開示とした。処分庁がこの部分を不開示とした理由は決定通知書第２

項の記載からは判然としない。しかしながら，前記不開示部分には，そ

の前後の記述からすると令和元年６月２４日の１３時２９分に大村入国

管理センターヘ到着した救急隊員の人数が記載されているものと推量さ

れる。このことから審査請求人は，前記不開示部分は決定通知書第２項

（１）に記載された「被収容者の…死亡前後の詳細な状況等」に該当す
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るとして法５条１号該当により不開示とされたものと理解し，以降はそ

れを前提として記載する。まず，前記不開示部分の２行下には「救急隊

員の担架に載せ■■■を●号室からを●号室から救急車へ搬送」と記載

されている。さらに，前記不開示部分の５行下には「１３時４０分，救

急車が■■■病院に到着」と記載されている。そうすると，前記不開示

部分に人数が記載された大村入国管理センターに同日１３時２９分に到

着した救急隊員は，救急車に乗車して同センターに到着したことが明ら

かである。ところで，消防法施行令４４条１項は「救急隊（次条１項に

定めるものを除く。次項において同じ。）は，救急自動車１台及び救急

隊員３人以上をもって…編成しなければならない。ただし，救急業務の

実施に支障がないものとして総務省令で定める場合には，救急自動車１

台及び救急隊員２人をもって編成することができる」と定める。よって，

前記不開示部分に記載された救急隊員の人数は２以上であることは間違

いがない。また，近年救急隊の繁忙が社会問題化していることからすれ

ば，前記不開示部分に記載された救急隊員の人数が５以上であることは

考え難い。以上のことから，前記不開示部分に記載された救急隊員の人

数は，２，３又は４のいずれかである可能性が極めて高い。また，救急

隊１隊が２人ないし４人から編成されることは，決定通知書第１項記載

の行政文書に記載された被収容者死亡事案に関する救急出動に限らず，

前記救急出動実施当時の消防実務に照らして一般的である。よって，前

記不開示部分に記載された救急隊員の人数は法５条１号には該当しない。

また，以上の主張は１３時２９分に大村入国管理センターに到着した救

急隊が１隊のみであったことを前提としてなされているものであるが，

仮に１３時２９分に同センターに救急隊１隊に加えて同時に１隊以上の

救急隊又は消防隊が到着していたとしても，そもそも傷病者の搬送のた

めに現場に到着した救急隊員の人数によって「特定の個人を識別するこ

とができる」か「他の情報と照合することにより，特定の個人を識別す

ることができることとなる」とは考えられないし，前記救急隊員の人数

を「公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがある」

とも考えられない。よって，この場合でも結局，前記不開示部分に記載

された救急隊員の人数は法５条１号には該当しない。また，これらの不

開示とされた部分以外の不開示情報が記録されている部分は容易に区分

して除くことが出来るし，不開示情報が記録されている部分を除いた部

分に有意の情報が記録されていないと認めることも相当ではない。 

（５）処分庁は決定通知書第１項（１）記載の行政文書のうち，７枚目７行

目中の文字「（３）」と文字「２５日」の間の部分を不開示とした。処

分庁がこの部分を不開示とした理由は決定通知書第２項の記載からは判

然としない。ところで，前記「２５日」は死亡した被収容者の司法解剖
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が実施された日付を指すものであり，決定通知書第１項（１）記載の行

政文書１枚目１１行目の記述「同月２５日，司法解剖を行い」から判断

すると，具体的には令和元年６月２５日のことを指しているものと認め

られる。さらに，被収容者が死亡したのは令和元年６月２４日であるこ

と，および前記不開示部分の面積は高々全角１文字分にすぎないことか

らすれば，前記不開示部分には文字「同」または文字「翌」が記載され

ている可能性が極めて高い。このことを前提にすれば，前記不開示部分

は法５条各号のいずれにも該当しない。また，前記不開示部分以外の不

開示情報が記録されている部分は容易に区分して除くことが出来るし，

不開示情報が記録されている部分を除いた部分に有意の情報が記録され

ていないと認めることも相当ではない。 

（６）処分庁は決定通知書第１項（１）記載の行政文書のうち，１３枚目最

終行全てを不開示とした。処分庁がこの部分を不開示とした理由は決定

通知書第２項の記載からは判然としない。しかしながら，前記不開示部

分の１行上に「添付物」と記載されていること，および決定通知書第１

項（１）記載の行政文書が大村入国管理センター所長から出入国在留管

理庁長官への報告であることからすれば，前記不開示部分には同報告に

添付された資料の名称が記載されているものと推察される。このことか

ら，審査請求人は前記不開示部分が決定通知書第２項（５）によって不

開示とされたものと判断した。前記資料の名称を「公にすることにより，

率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ」があると処分庁が判断した理由は明らかではないが，審査請求人は

これらの不開示とされた部分は法５条５号には該当しないと考える。さ

らに，前記資料の名称を「公にすることにより，…当該事務…の性質上，

当該事務…の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」があると処分庁が判断

した理由は明らかではないが，審査請求人はこれらの不開示とされた部

分は法５条６号柱書きには該当しないと考える。また，これらの不開示

とされた部分以外の不開示情報が記録されている部分は容易に区分して

除くことが出来るし，不開示情報が記録されている部分を除いた部分に

有意の情報が記録されていないと認めることも相当ではない。 

（７）処分庁は決定通知書第１項（２）記載の行政文書のうち，１枚目１行

目中の文字「令和元年」と文字「月」の間および文字「月」と文字

「日」の間の部分を不開示とした。処分庁がこの部分を不開示とした理

由は決定通知書第２項の記載からは判然としないが，その理由が決定通

知書第２項（５）に記載されている可能性が高いものと考え，以降はそ

れを前提として記載する。これらの不開示とされた部分の同じ行には

「令和元年」，「月」，「日」などと記載されていることからすれば，

これらの不開示とされた部分には，当該行政文書が発出された日付が記
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載されているものと推測される。そうすると，これらの不開示とされた

部分に記載されているのは大村入国管理センターの庁舎内で被収容者が

死亡した事案に関して，出入国在留管理庁出入国管理部警備課から出人

国在留管理庁長官に対して報告が行われた日付であると考えられる。当

該報告の日付を「公にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」があると処分庁が判断した理

由は明らかではないが，審査請求人はこれらの不開示とされた部分は法

５条５号には該当しないと考える。さらに，当該報告の日付を「公にす

ることにより，…当該事務…の性質上，当該事務…の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれ」があると処分庁が判断した理由は明らかではないが，

審査請求人はこれらの不開示とされた部分は法５条６号柱書きには該当

しないと考える。また，これらの不開示とされた部分以外の不開示情報

が記録されている部分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情

報が記録されている部分を除いた部分に有意の情報が記録されていない

と認めることも相当ではない。 

（８）処分庁は決定通知書第１項（２）記載の行政文書のうち，１枚目１項

「被収容者身分事項」中の４行目の文字「日（」と文字「歳）」の間の

部分を不開示とした。 

当該行の最も左には「生年月日」と記載されていることからすると，

前記不開示部分には大村入国管理センターにおいて死亡した被収容者の

年齢が記載されているものと推測される。そうすると，前記不開示部分

は処分庁が決定通知書第２項（１）において法５条１号に該当すると主

張して不開示とした部分の一部であろう。ところで，決定通知書第１項

（１）記載の行政文書１枚目の１項「身分事項等」の４行目には「（４

●歳）」と記載されている。また，決定通知書第１項（３）記載の行政

文書の４枚目の「第２」中１項「身分事項等」の１行目には「死亡当時

４０歳代」と記載されている。さらに，決定通知書第１項（３）記載の

行政文書の１枚目を除いた部分と同様の文書が，処分庁のＷｅｂサイト

中の「大村入国管理センター被収容者死亡事案に関する調査報告につい

て｜出入国在留管理庁」と題するページ（ＵＲＬ（略））に掲載されて

おり，Ｗｅｂサイト掲載の文書中でも同様に「死亡当時４０歳代」と記

載されている。また，決定通知書第１項記載の行政文書に関連する被収

容者の死亡事案とは異なる被収容者の死亡事案について，処分庁がその

Ｗｅｂサイト中にアップロードした「名古屋出入国在留管理局被収容者

死亡事案に関する調査報告について｜出入国在留管理庁」と題するペー

ジ（ＵＲＬ（略））においては，同事案において死亡した被収容者につ

いて「被収容者（３０歳代女性，スリランカ国籍）」と記載されている。

以上のことから，出入国在留管理庁の庁舎において死亡した被収容者の
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年齢を示す数字の十の位は，慣行として公にされる情報であるといえ，

法５条１号イに該当する。そうすると，処分庁が不開示とした，決定通

知書第１項（２）記載の行政文書のうち１枚目１項「被収容者身分事

項」中の４行目の文字「日（」と文字「歳）」の間の部分についてはそ

のうちの年齢を表す数字の十の位は法５条１号に規定される不開示情報

に該当しない。ゆえに，法６条２項により同条１項の規定が適用される。

また，前述の部分以外の不開示情報が記録されている部分は容易に区分

して除くことが出来るし，不開示情報が記録されている部分を除いた部

分に有意の情報が記録されていないと認めることも相当ではない。 

（９）処分庁は決定通知書第１項（２）記載の行政文書のうち，２枚目６行

目すべてを不開示とした。処分庁がこの部分を不開示とした理由は決定

通知書第２項の記載からは判然としない。しかしながら，前記不開示部

分の１行上には「３ 検証期間」と記載されていること，および同行政

文書１枚目５行目ないし６行目に「大村入国管理センター被収容者死亡

事案■■■の検証について」なる同行政文書のタイトルが記載されてい

ることからすれば，前記不開示部分には大村入国管理センターにおいて

発生した被収容者死亡事案について出入国在留管理庁が行った検証の始

期および終期が記載されているものと推察される。このことから，審査

請求人は前記不開示部分が決定通知書第２項（５）によって不開示とさ

れたものと判断した。前記不開示部分には，「ＸＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日

～ＸＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日」などと記載されていると推定されるが，こ

のうち文字「年」，「月」および「日」は法５条５号および６号柱書き

のいずれにも該当しない。また，前述の部分以外の不開示情報が記録さ

れている部分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情報が記録

されている部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認める

ことも相当ではない。 

（１０）処分庁は決定通知書第１項（２）記載の行政文書のうち，２枚目１

０行目の文字『別添「』と文字『」のとおり』の間の部分を不開示とし

た。処分庁がこの部分を不開示とした理由は決定通知書第２項の記載か

らは判然としない。しかしながら，前記不開示部分には，その前後の記

述からすると，出入国在留管理庁出入国管理部警備課職員から出入国在

留管理庁長官への報告に添付された資料の名称が記載されているものと

推察される。このことから，審査請求人は前記不開示部分が決定通知書

第２項（５）によって不開示とされたものと判断した。前記資料の名称

を「公にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性

が不当に損なわれるおそれ」があると処分庁が判断した理由は明らかで

はないが，審査請求人はこれらの不開示とされた部分は法５条５号には

該当しないと考える。さらに，前記資料の名称を「公にすることにより，
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…当該事務…の性質上，当該事務…の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れ」があると処分庁が判断した理由は明らかではないが，審査請求人は

これらの不開示とされた部分は法５条６号柱書きには該当しないと考え

る。また，これらの不開示とされた部分以外の不開示情報が記録されて

いる部分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情報が記録され

ている部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認めること

も相当ではない。 

（１１）処分庁は決定通知書第１項（２）記載の行政文書のうち，３枚目最

終行の全てを不開示とした。処分庁がこの部分を不開示とした理由は決

定通知書第２項の記載からは判然としない。しかしながら，前記不開示

部分の１行上に「添付物」と記載されていること，および決定通知書第

１項（２）記載の行政文書が出入国在留管理庁出入国管理部警備課職員

から出入国在留管理庁長官への報告であることからすれば，前記不開示

部分には同報告に添付された資料の名称が記載されているものと推察さ

れる。このことから，審査請求人は前記不開示部分が決定通知書第２項

（５）によって不開示とされたものと判断した。前記資料の名称を「公

にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ」があると処分庁が判断した理由は明らかではない

が，審査請求人はこれらの不開示とされた部分は法５条５号には該当し

ないと考える。さらに，前記資料の名称を「公にすることにより，…当

該事務…の性質上，当該事務…の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」が

あると処分庁が判断した理由は明らかではないが，審査請求人はこれら

の不開示とされた部分は法５条６号柱書きには該当しないと考える。ま

た，これらの不開示とされた部分以外の不開示情報が記録されている部

分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情報が記録されている

部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認めることも相当

ではない。 

（１２）処分庁は決定通知書第１項（３）記載の行政文書のうち，１枚目

「起案」欄中の「起案日」欄中の文字「令和元年」と文字「月」の間お

よび文字「月」と文字「日」の間の部分を不開示とした。処分庁がこれ

らの部分を不開示とした理由は決定通知書第２項の記載からは判然とし

ないが，その理由が決定通知書第２項（５）に記載されている可能性が

高いものと考え，以降はそれを前提として記載する。これらの不開示と

された部分の同じ行には「令和元年」，「月」，「日」などと記載され

ていることからすれば，これらの不開示とされた部分には，当該行政文

書が起案された日付が記載されているものと推測される。そうすると，

これらの不開示とされた部分に記載されているのは大村入国管理センタ

ーの庁舎内で被収容者が死亡した事案に関する報告書について，出入国
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在留管理庁の長官以下の幹部の決裁を得るために決裁内が起案された日

付であると考えられる。当該起案の日付を「公にすることにより，率直

な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」が

あると処分庁が判断した理由は明らかではないが，審査請求人はこれら

の不開示とされた部分は法５条５号には該当しないと考える。さらに，

当該起案の日付を「公にすることにより，…当該事務…の性質上，当該

事務…の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」があると処分庁が判断した

理由は明らかではないが，審査請求人はこれらの不開示とされた部分は

法５条６号柱書きには該当しないと考える。また，これらの不開示とさ

れた部分以外の不開示情報が記録されている部分は容易に区分して除く

ことが出来るし，不開示情報が記録されている部分を除いた部分に有意

の情報が記録されていないと認めることも相当ではない。 

（１３）処分庁は決定通知書第１項（３）記載の行政文書のうち，１枚目

「決裁」欄中の「決裁日」欄中の文字「令和元年」と文字「月」の間お

よび文字「月」と文字「日」の間の部分を不開示とした。処分庁がこれ

らの部分を不開示とした理由は決定通知書第２項の記戟からは判然とし

ないが，その理由が決定通知書第２項（５）に記載されている可能性が

高いものと考え，以降はそれを前提として記載する。これらの不開示と

された部分の同じ行には「令和元年」，「月」，「日」などと記載され

ていることからすれば，これらの不開示とされた部分には，当該行政文

書が決裁された日付が記載されているものと推測される。そうすると，

これらの不開示とされた部分に記載されているのは大村入国管理センタ

ーの庁舎内で被収容者が死亡した事案に関する報告書について，出入国

在留管理庁の長官以下の幹部の決裁が完了した日付であると考えられる。

当該決裁の日付を「公にすることにより，率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」があると処分庁が判断した

理由は明らかではないが，審査請求人はこれらの不開示とされた部分は

法５条５号には該当しないと考える。さらに，当該決裁の日付を「公に

することにより，…当該事務…の性質上，当該事務…の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれ」があると処分庁が判断した理由は明らかではないが，

審査請求人はこれらの不開示とされた部分は法５条６号柱書きには該当

しないと考える。また，これらの不開示とされた部分以外の不開示情報

が記録されている部分は容易に区分して除くことが出来るし，不開示情

報が記録されている部分を除いた部分に有意の情報が記録されていない

と認めることも相当ではない。 

また，決定通知書第２項記載の不開示部分のうち，少なくとも以下の部

分については不開示とした理由の提示に不備があり，行政手続法８条に違

背するものである。 
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（１４）処分庁は，決定通知書第１項（１）記載の行政文書（片面印刷３２

枚相当）のうち，１４枚目ないし３２枚目のほぼ全ての部分を不開示と

した。その理由について，前記不開示部分は決定通知書第２項（１），

（２），（３）および（５）のいずれか１つ以上に該当すると処分庁が

判断したことは，決定通知書から把握できる。しかしながら，Ａ４用紙

片面１９枚に渡る前記不開示部分中の，どの部分をいかなる理由により

不開示としたかは決定通知書からは全く明らかではない。 

（１５）処分庁は，決定通知書第１項（２）記載の行政文書（片面印刷１２

枚）のうち，４枚目ないし１２枚目の全てを不開示とした。その理由に

ついて，前記不開示部分は決定通知書第２項（１）および（４）のいず

れか１つ以上に該当すると処分庁が判断したことは，決定通知書から把

握できる。しかしながら，Ａ４用紙片面９枚に渡る前記不開示部分中の，

どの部分をいかなる理由により不開示としたかは決定通知書からは全く

明らかではない。 

※ 上記第２においては，両面印刷の行政文書も全て片面印刷に換算して，

「～枚目」などと行政文書中の部分を特定した。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件経緯 

審査請求人は，令和３年１１月７日付け（同月９日受理），処分庁に対

し，法の規定に基づき，請求する対象を 

「Ｗｅｂサイト「ｅ－ＧＯＶ」で公開されている行政文書ファイル管理

簿に登載されている文書の内，「特異事案令和元年度」と題する文書。

（府省名が出入国在留管理庁，作成・取得年度等が２０１９年度，大

分類が出入国管理（退去強制），中分類が警備処遇，作成・取得者が

法務省出入国在留管理庁出入国管理部警備課長，起算日が２０２０年

４月１日，保存期間が１０年，保存期間満了日が２０３０年３月３１

日，媒体の種別が紙，保存場所が事務室，管理者が法務省出入国在留

管理庁出入国管理部警備課長，保存期間満了時の措置が廃棄，備考が

２冊であるもの）」 

とする行政文書開示請求を行った。 

処分庁は，本件開示請求に対し，対象文書として文書１ないし文書３を

特定の上，その一部が法５条１号，２号イ，３号，４号，５号及び６号柱

書きに該当するとして部分開示決定（原処分）をし，その余の部分につい

ては，その全てが法５条１号，４号及び６号柱書きに該当するとして不開

示決定（令和３年１２月２４日付け入管庁総第２９２２号）をした。 
本件は，この原処分について，令和４年１月１８日，諮問庁に対して審

査請求がなされたものである。 

２ 審査請求人の主張の要旨 
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審査請求人は，概ね以下のとおり主張し，原処分の取消しを求めている。 

（１）開示決定通知書第２項記載の不開示部分はいずれも，法５条各号に規

定される不開示情報に当たらない。 

（２）仮に上記主張が認められないとしても，少なくとも以下に理由を述べ

る部分は法６条１項により部分開示されるべきである。 

ア 法５条各号に該当することを理由として不開示とした部分について

は，そのうちの句点及び読点，並びに日本語の品詞たる助詞，助動詞

又は接続詞にあたる単語は法５条各号に該当するとは言えない。 

イ 処分庁は文書１の１枚目２行目中の「令和元年」と「月」の間及び

「月」と「日」の間の部分を不開示としているが，これらの不開示と

された部分には，当該文書が発出された日付が記載されているものと

推測される。そうすると，当該不開示部分に記載されているのは大村

入国管理センターの庁舎内で被収容者が死亡した事案に対して，大村

入国管理センター所長から出入国在留管理庁長官に対して報告が行わ

れた日付であると考えられることから，法５条５号及び６号に該当し

ない。 

ウ 処分庁は文書１の６枚目１５行目中の「救急隊員」と「名が到着し

たため」の間の部分を不開示としているが，不開示とされた部分には，

大村入国管理センターに到着した救急隊員の人数が記載されているも

のと推量され，傷病者の搬送のために現場に到着した救急隊員の人数

は，法５条１号に該当しない。 

エ 処分庁は文書１の７枚目７行目中の「（３）」と「２５日」の間の

部分を不開示としているが，被収容者が死亡したのは令和元年６月２

４日であること，当該不開示部分の面積が１文字分であることから，

「同」または「翌」が記載されている可能性が極めて高く，法５条各

号のいずれにも該当しない。 

オ 処分庁は文書１の１３枚目最終行を不開示としているが，１行上に

「添付物」と記載されていること，当該文書が大村入国管理センター

所長から出入国在留管理庁長官への報告であることからすれば，当該

不開示部分には同報告に添付された資料の名称が記載されているもの

と推察され，法５条５号及び６号に該当しない。 

カ 処分庁は文書２の１枚目１行目中の「令和元年」と「月」の間及び

「月」と「日」の間の部分を不開示としているが，これらの不開示と

された部分には，当該文書が発出された日付が記載されているものと

推測される。そうすると，当該不開示部分に記載されているのは大村

入国管理センターの庁舎内で被収容者が死亡した事案に対して，出入

国在留管理庁出入国管理部警備課から出入国在留管理庁長官に対して

報告が行われた日付であると考えられることから，法５条５号及び６
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号に該当しない。 

キ 処分庁は文書２の１枚目１項「被収容者身分事項」中の４行目中の

「日（」と「歳）」の間の部分を不開示としているが，不開示とされ

た部分には，大村入国管理センターにおいて死亡した被収容者の年齢

が記載されているものと推測される。文書１には「（４●歳）」と記

載されている部分があり，文書３には「死亡当時４０歳代」と記載さ

れている部分があるほか，Ｗｅｂサイト記載の文書中でも同様に「死

亡当時４０歳代」と記載されている。そうすると，死亡した被収容者

の年齢を示す数字の十の位は，慣行として公にされる情報と言え，法

５条１号イに該当することから，当該不開示部分は法５条１号に該当

しない。 

ク 処分庁は文書２の２枚目６行目を不開示としているが，１行上に

「３ 検証期間」と記載されていること等からすれば，当該不開示部

分には大村入国管理センターにおいて発生した被収容者死亡事案につ

いて出入国在留管理庁が行った検証の始期及び終期が記載されている

ものと推察され，このうち「年」「月」「日」の部分は法５条５号及

び６号に該当しない。 

ケ 処分庁は文書２の２枚目１０行目中の「別添「」と「」のとおり」

の間の部分を不開示としているが，その前後の記述からすると，当該

不開示部分には出入国在留管理庁出入国管理部警備課職員から出入国

在留管理庁長官への報告に添付された資料の名称が記載されているも

のと推察され，法５条５号及び６号に該当しない。 

コ 処分庁は文書２の３枚目最終行を不開示としているが，１行上に

「添付物」と記載されていること，当該文書が出入国在留管理庁出入

国管理部警備課職員から出入国在留管理庁長官への報告であることか

らすれば，当該不開示部分には同報告に添付された資料の名称が記載

されているものと推察され，法５条５号及び６号に該当しない。 

サ 処分庁は文書３の１枚目「起案」欄中「起案日」欄中の文字「令和

元年」と「月」の間及び「月」と「日」の間の部分を不開示としてい

るが，これらの不開示とされた部分には，当該文書が起案された日付

が記載されているものと推測される。そうすると，当該不開示部分に

記載されているのは大村入国管理センターの庁舎内で被収容者が死亡

した事案に関する報告書について，出入国在留管理庁長官以下の幹部

の決裁を得るために決裁書が起案された日付であると考えられること

から，法５条５号及び６号に該当しない。 

シ 処分庁は文書３の１枚目「決裁」欄中「決裁日」欄中の文字「令和

元年」と「月」の間及び「月」と「日」の間の部分を不開示としてい

るが，これらの不開示とされた部分には，当該文書が決裁された日付
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が記載されているものと推測される。そうすると，当該不開示部分に

記載されているのは大村入国管理センターの庁舎内で被収容者が死亡

した事案に関する報告書について，出入国在留管理庁長官以下の幹部

の決裁が完了した日付であると考えられることから，法５条５号及び

６号に該当しない。 

（３）開示決定通知書に記載されている不開示部分のうち，少なくとも以下

の部分については不開示とした理由の提示に不備があり，行政手続法８

条に違背する。 

ア 処分庁は，文書１のうち１４枚目ないし３２枚目のほぼ全ての部分

を不開示としたが，不開示部分中のどの部分をいかなる理由により不

開示としたかは開示決定通知書からは全く明らかではない。 

イ 処分庁は，文書２のうち４枚目ないし１２枚目のほぼ全ての部分を

不開示としたが，不開示部分中のどの部分をいかなる理由により不開

示としたかは開示決定通知書からは全く明らかではない。 

３ 諮問庁の考え方 

（１）本件対象文書について 

本件対象文書は，被収容者死亡に関し作成した報告書及び決裁文書で

あり，処分庁は，当該対象文書の一部が法５条１号，２号イ，３号，４

号，５号及び６号柱書きに該当するとして原処分をした。 

（２）不開示情報該当性について 

ア 死亡した被収容者，関係者，職員の氏名等（法５条１号該当） 

文書１及び２には，死亡した被収容者の氏名，生年月日，同人の退

去強制手続に関する情報，関係者の氏名，国籍，生年月日，住所等

の情報が記録されている。 

死亡した被収容者の氏名，関係者の氏名等は，個人に関する情報で

あり，法５条１号ただし書イからハに該当しないことから，公にす

ることにより，当該個人の権利利益を害するおそれがあるものと認

められる。 

また，入国警備官及び入国審査官の氏名は，独立行政法人国立印刷

局編「職員録」に掲載された統括入国警備官及び統括審査官以上

（一部上席審査官を含む。）の職位にある職員の氏名を除いて，

「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて（平成１７年

８月３日付け情報公開に関する連絡会議申合せ）」において，公に

するものから除外している「氏名を公にすることにより，個人の権

利利益を害することとなるような場合」に該当する。 

当庁職員は，退去強制手続や在留審査等の許認可行為を行う事務等

に従事しており，氏名を公にすることにより，職員個人がひぼう中

傷又は攻撃の対象となるおそれがある。 
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したがって，これらの情報は，法５条１号ただし書イに係る部分を

除いて不開示を維持することが相当である。 

イ 法人の名称，住所等（法５条２号イ該当） 

文書１には，法人の名称，所在地，電話番号，法人が請け負った業

務の内容等が記録されており，公にすることにより，当該法人の競

争上の地位及び正当な利益を害することとなるため，法５条２号イ

に該当すると認められる。 

また，当該法人の情報は，人の生命，健康，生活又は財産を保護す

るため，公にすることが必要と認められる情報ではないため，法５

条２号ただし書に該当するとは認められない。 

したがって，これらの情報は法５条２号イに該当することから，不

開示を維持することが相当である。 

ウ 外交に関する情報（法５条３号該当） 

文書１には，被収容者の死亡に関する親族への連絡及び事後の手続

について，関係機関との間の交渉，協力，依頼及び入手した情報が

記録されており，これらを公にすることにより，今後，当庁が業務

上必要とする関係機関からの協力を得られなくなる，又は交渉上の

不利益を被るおそれがある。 

当庁が行う入国・在留審査業務，退去強制手続業務等の各種業務を

適正に遂行するためには，他国や国際機関の協力関係が必要不可欠

であり，どのような交渉，協力及び依頼がなされているかを公にす

ることは，被収容者の死亡事案か否かにかかわらず，当該他国や国

際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は交渉上の不利益を被る

おそれがあると認められる。 

したがって，これらの情報は法５条３号に該当することから，不開

示を維持することが相当である。 

エ 収容施設の設備・構造及び保安・警備体制（法５条４号及び６号柱

書き該当） 

文書２には，大村入国管理センターの設備・構造及び保安・警備体

制が記録されている。 

これらの情報を公にすることにより，大村入国管理センターにおけ

る詳細な警備体制等が明らかとなり，被収容者が脱走等の遵守事項

違反を企て，収容施設内の安全・秩序維持に支障を及ぼすおそれが

あるほか，結果として，被収容者の処遇に係る事務への適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある。 

したがって，これらの情報は法５条４号及び６号柱書きに該当する

ことから，不開示を維持することが相当である。 

オ 本件死亡事案に関する調査内容等（法５条５号及び６号柱書き該
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当） 

本件対象文書には，被収容者死亡事案に関しての詳細な調査内容，

内部における意見，検討状況等が記録されている。 

これらの情報を公にすることにより，当庁職員が，どの程度の手段

や方法を講じて死亡事案に関する調査を行ったか，どのような意見

が述べられたか等の事実が明らかとなり，それらを不十分と考える

者からの不当なひぼう中傷を受けるおそれがある。そうすると，当

庁職員が，かかる事態を恐れることにより，率直な意見交換又は意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあるほか，結果として，

被収容者の処遇に係る事務への適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

ある。 

したがって，これらの情報は法５条５号及び６号柱書きに該当する

ことから，不開示を維持することが相当である。 

カ 当庁の非公開の内線番号（法５条６号柱書き該当） 

本件対象文書には，一般に公表していない処分庁の内線番号が記録

されており，公にすることにより，なりすまし又は業務の妨害を目

的とした電話がなされるなど，業務に必要な連絡に支障を来し，業

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

したがって，法５条６号柱書きに該当することから，不開示を維持

することが相当である。 

（３）不開示情報に該当しない部分について 

上記２（２）クで審査請求人が主張する部分については，慣行により

公にされている情報と認められるため，法５条１号ただし書イに該当し，

開示すべきである。 

（４）開示決定通知書における不開示理由の提示について 

原処分時の開示決定通知書に記載した不開示理由について，不開示と

した部分とその理由を具体的に示した上で，法５条各号に該当する旨を

明確に示していることから，記載に不備があるとは認められない。 

４ 結論 

以上のとおり，上記２（２）クで審査請求人が主張する部分については，

不開示情報に該当しないことから開示すべきであるが，その他の部分につ

いては，原処分を維持することが相当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和４年３月２２日 諮問の受理 

② 同日        諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年４月１５日   審議 

④ 同年１０月２８日  本件対象文書の見分及び審議 
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⑤ 同年１１月２５日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる３文書であり，処分庁は，その一部を法

５条１号，２号イ，３号，４号，５号及び６号柱書きに該当するとして不

開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，理由提示不備を主張するとともに，原処分

を取り消し，不開示部分の開示を求めるものと解されるところ，下記のと

おり，諮問庁は，別表１に掲げる不開示部分のうち，別表２に掲げる部分

を新たに開示することとし，これらを除く部分（以下「本件不開示維持部

分」という。）については，なお不開示とすべきとしていることから，以

下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，理由の提示の妥当性及び本件不開

示維持部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 理由の提示の妥当性について 

（１）法９条１項及び２項に基づき，開示請求に係る行政文書の一部又は全

部を開示しない決定をした旨の通知を行う際には，行政手続法８条１項

に基づく理由の提示を書面で行うことが必要である。理由の提示の制度

は，処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制するととも

に，処分の理由を相手方に知らせて不服申立てに便宜を与える趣旨から

設けられているものである。かかる趣旨に照らせば，この通知に提示す

べき理由としては，開示請求者において，不開示とされた箇所が法５条

各号の不開示事由のいずれに該当するのかが，その根拠とともに了知し

得るものでなければならない。 

（２）当審査会において，諮問書に添付された本件開示請求に係る「行政文

書開示決定通知書」の写し（以下「本件開示決定通知書」という。）を

確認したところ，本件開示決定通知書の「２ 不開示とした部分とその

理由」において，処分庁が不開示が相当と判断した記載の具体的な内容

と理由が記載されており，法の根拠条文の内容も具体的に記載されてい

ることが認められる。 

（３）本件対象文書の見分結果を踏まえ検討すると，このような本件開示決

定通知書の「不開示とした部分とその理由」の記載内容を総合すれば，

本件では，開示請求者において，不開示とされた箇所が法５条各号の不

開示事由のいずれに該当するのかを，その根拠とともに了知し得る程度

に理由が示されているものと認められる。 

（４）よって，原処分における理由の提示に不備があるとまでは認められな

い。 

３ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 

（１）文書１ないし文書３は，大村入国管理センターで発生した被収容者死
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亡事案（以下「本件事案」という。）に係る文書であり，当審査会にお

いて本件不開示維持部分を見分したところ，本件不開示維持部分には，

死亡した被収容者，関係者，職員の姓及び役職名，法人の名称，外交に

関する情報，収容施設の設備等，本件事案に関する調査内容等及び出入

国在留管理庁の内線番号が記載されていることが認められる。 

（２）不開示情報該当性について 

ア 法５条各号の不開示情報該当性について 

（ア）別表１の番号１欄に掲げる不開示部分について 

別表１の番号１欄に掲げる不開示部分には，被収容者及び関係者

の氏名，生年月日等の特定の個人を識別することができる情報が記

載されていることが認められる。 

当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができる情報に該当し，法令の

規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定され

ている情報とは認められないから，同号ただし書イに該当せず，同

号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

 次に，法６条２項による部分開示の可否について検討すると，氏

名，生年月日等の不開示部分は，被収容者及び関係者に係る個人識

別部分に該当することから，部分開示の余地はない。 

また，その余の部分についても，これを公にすると，被収容者及

び関係者を特定する手掛かりとなり，被収容者及び関係者の権利利

益を害するおそれがないとは認められないことから，部分開示をす

ることはできない。 

したがって，本件不開示維持部分は法５条１号に該当し，不開示

としたことは妥当である。 

（イ）別表１の番号２欄に掲げる不開示部分について 

別表１の番号２欄に掲げる不開示部分には，特定の法人の名称等

や当該法人の活動の情報が記載されていることが認められる。 

当該部分は，法人等に関する情報であって，公にすることにより，

当該法人の個別具体的な活動が明らかになることや本件に関する当

該法人への問合せ等に対応せざるをえなくなり，当該法人等の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものと認めら

れ，法５条２号イに該当し，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）別表１の番号３欄に掲げる不開示部分について 

別表１の番号３欄に掲げる不開示部分には，被収容者の国籍国で

ある外国との事務の情報が記載されていることが認められる。 

当該部分は，公にすることにより，他国との信頼関係が損なわれ

るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があ
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ると認められるので，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥

当である。 

（エ）別表１の番号４欄に掲げる不開示部分について 

別表１の番号４欄に掲げる不開示部分には，収容施設の設備や当

該施設の管理に関する具体的な情報及び警備処遇業務に従事する職

員数等を含む看守勤務の体制に関する情報が不開示とされていると

認められる。 

当該部分は，入国者収容所である大村入国管理センターの設備や

警備処遇業務に従事する看守勤務の日誌等の情報であって，公にす

ることにより，公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ

ると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められ

るので，法５条４号に該当し，同条６号柱書きについて判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当である。 

（オ）別表１の番号５欄に掲げる不開示部分について 

別表１の番号５欄に掲げる不開示部分には，本件事案の詳細な調

査内容及び内部検討事項に関する情報が記載されていることが認め

られる。 

当該部分は，国の機関における検討に関する情報であって，公に

することにより，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれがあると認められるので，法５条５号に該当

し，同条６号柱書きについて判断するまでもなく，不開示としたこ

とは妥当である。 

（カ）別表１の番号６欄に掲げる不開示部分について 

別表１の番号６欄に掲げる不開示部分には，行政機関担当者の内

線番号が記載されていることが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使

用され，国の機関が必要とする際の緊急の連絡や部外との連絡に支

障を来すなど，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があると認められるので，法５条６号柱書きに該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

イ 上記第２の２において，審査請求人が部分開示されるべきであると

主張する本件不開示維持部分について，当審査会事務局職員をして，

諮問庁に更に確認させたところ，諮問庁は以下のように説明する。 

（ア）句点及び読点，並びに日本語の品詞たる助詞，助動詞又は接続詞

に当たる単語 

これらの部分に「有意の情報が記録されていない」ことは明らか

であり，法６条１項ただし書に該当するため，不開示としている。 

（イ）文書３の１頁の調査報告書の決裁の起案日，決裁日 
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決裁鑑の起案日及び決裁日は，当庁の内部的な協議・検討期間に

係る情報であり，当該部分を公にすることで，処遇業務に係る当庁

内部における協議・検討を行った期間の一端が明らかとなる。 

そうすると，今後同種の事案において，検討期間を推測されるこ

とで，影響力を行使しようとする外部から圧力や干渉等を受け，意

思形成過程にある事案に対し，公正であるべき意思決定の中立性が

不当に損なわれるおそれがある。 

（ウ）文書１の１３頁：報告書の添付物情報 

当該不開示部分は，本件事案に関する調査内容についての情報で

あって，退去強制手続の具体的な調査内容に係る資料が添付されて

いるところ，公にすることで，今後の同種の調査の際に不当なひぼ

う中傷がなされることを懸念し，適切な調査がなされないなどの当

庁内部における率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損

なわれるおそれがある。 

（エ）文書２の２頁：「３ 検証期間」の「年」「月」「日」の文字 

仮に審査請求人が主張するとおり「ＸＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日～Ｘ

ＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日」などと記載されていた場合であっても，

「年」「月」「日」部分を開示すると，数字部分の桁数から検証に

要した期間が明らかとなる。 

そうすると，今後同種の事案において，当該期間を推測されるこ

とで，影響力を行使しようとする外部からの圧力や干渉等を受け，

意思形成過程にある事案に対し，公正であるべき意思決定の中立性

が不当に損なわれるおそれがある。 

（オ）文書２の２頁：「５ 検証状況」の別添「 」内の文字及び文書

２の３頁，報告書の添付物情報 

 死亡事案に対する調査の内容が記載されており，公にすること

で，今後の同種の調査の際に不当なひぼう中傷がなされることを

懸念し，意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある。 

ウ 上記イの諮問庁の説明のうち（ア）については，首肯できる。また，

（イ）ないし（オ）については，上記ア（オ）において法５条５号の

不開示情報に該当すると判断した不開示部分のうち，審査請求人がそ

の一部を開示されるべきであると主張する点についての補足説明であ

るところ，本件においては，これを否定することまではできず，これ

を覆すに足りる事情も認められない。したがって，審査請求人の主張

を採用することはできない。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，２号イ，

３号，４号，５号及び６号柱書きに該当するとして不開示とした決定につ
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いては，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分は，同条１号，２号

イ，３号，４号，５号及び６号柱書きに該当すると認められるので，不開

示とすることが妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別紙（本件対象文書） 

 

文書１ 令和元年付け大セ警処第６号「ナイジェリア人被収容者死亡事案につ

いて（報告） 

文書２ 令和元年付け出入国在留管理庁出入国管理部警備課作成文書 

文書３ 令和元年付け出入国在留管理庁出入国管理部警備課起案文書「大村入

国管理センターにおける被収容者死亡事案に関する調査結果報告書及び

同概要資料の作成について」 

 



 21 

別表１ 

番号 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ 文書１ １頁ないし１３頁，１

９頁，２０頁，２２頁

ないし２５頁，２８

頁，３０頁，３１頁の

それぞれ一部 

個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができ

るもの又は特定の個人を識別す

ることはできないが，公にする

ことにより，なお個人の権利利

益を害するおそれがあるもので

あり，法５条１号に該当するた

め不開示とした。 

文書２ １頁ないし３頁のそれ

ぞれ一部 

２ 文書１ ８頁の一部 法人に関する情報であって，公

にすることにより，当該法人の

権利，競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあり，

法５条２号イに該当するため不

開示とした。 

３ 文書１ ７頁，８頁のそれぞれ

一部 

外交に関する情報であって，公

にすることにより，他国若しく

は国際機関との信頼関係が損な

われるおそれ又は他国若しくは

国際機関との交渉上不利益を被

るおそれがあり，法５条３号に

該当するため不開示とした。 

４ 文書２ １頁ないし１２頁のそ

れぞれ一部 

収容施設の設備，構造及び当局

の保安・警備体制等が記録され

ており，公にすることにより，

当該体制等が明らかとなり，公

共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあることに加

え，退去強制事務に関する事務

の性質上，当該事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあ

り，法５条４号及び６号柱書き

に該当するため不開示とした。 

５ 文書１ 

 

全ての頁のそれぞれ一

部 

本件事案に関する調査内容及び

内部で検討した事項が記録され
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文書２ 

 

全ての頁のそれぞれ一

部 

ており，これは国の機関が行う

事務に関する情報であって，公

にすることにより，率直な意見

の交換若しくは意思決定の中立

性が損なわれるおそれに加え，

退去強制手続に係る事務の性質

上，当該事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあり，法５

条５号及び６号柱書きに該当す

るため不開示とした。 

文書３ １頁の一部 

 

６ 文書３ １頁の一部 出入国在留管理庁の非公開の内

線番号が記録されており，これ

らは国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，なりすましによる照会

のほか，いたずらや偽計等に使

用されることで，国の機関が必

要とする際の緊急の連絡に支障

を来すなど，当該事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあ

り，法５条６号柱書きに該当す

るため不開示とした。 
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別表２（諮問庁が新たに開示する部分） 

 

該当文書 該当箇所 開示する部分 

文書１ １頁 ２行目 「年」と「月」の間及び「月」と

「日」の間 

６頁 １５行目 「隊員」と「名」の間 

７頁 ７行目 （３）の１文字目 

文書２ １頁 １行目 「年」と「月」の間及び「月」と

「日」の間 

１頁 １項４行目 「日（」と「歳）」の間の１文字

目 

 


